
















（表 1）2015 年（平成 27 年）各科別　死亡数、剖検数、剖検率
当院、2015 年（平成 27 年）、死亡診断書・死体検案書による。
当院、2015 年（平成 27 年）、当院死亡診断書・死体検案書による。
※ 1：死亡診断書は外科であるので外科症例としてのみ算定したが、内科との併科である。
（表 2）2015 年（平成 27 年）　月別　剖検数
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肺癌を例に取ると、標的となるEGFR, ALK, ROS-1, PD-L１の４項目に関して提出された微小・微量な
病理検体を用いて免疫染色（IHC）あるいはRT-PCRなどの遺伝子解析がなされる２）。現在のところ、一
項目に対して一検査がなされ、それらは特定のキットと機器で行うことが定められており、一般市中病院
の件数では独自で検査を行うことはマンパワーやコスト面等で成り立たないため大手のラボに外注してい
る状況である。
今後、同様の薬剤が増えるにしたがって、そのすべてを現在のような方法で判定することは検体量やコ
スト面から困難となることが予想され、将来的には次世代シークエンサーなどによる網羅的な遺伝子解析
法が主流となるであろう。そしてそれは、全国の拠点施設に集約実施されることになるが、初期の検体処
理は市中病院が適切に行わなければならないことには変わりない。
日本病理学会においては、信頼に足りる検査を実施するための標準化ガイドラインとして「ゲノム研究
用病理組織検体取扱い規程」３）が発行された。また厚生労働省等の検体取扱い講習会なども開催される
ようになった。当院においても、臨床検査技師が研修に参加し対応に備えているところである。
【最後に】
剖検に御遺体を提供されました御霊と御遺族に畏敬の念を表し、御冥福をお祈りいたします。
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